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企業のシビルソサイエティーへの
参加についての一考察
―米国ケンタッキー州の日本企業を事例として―
四　本　幸　夫
１．はじめに
近年，日本，米国を始め世界各国ではシビルソサイエティーに対する関心が高まっている。それ
は小さな政府を目指し，「民間が担う公共」などとして国がシビルソサイエティーを活用しようと
いう動きや，地域開発におけるNGOなどの活躍に表れている。本稿ではシビルソサイエティーと
企業との関係に注目し，それに関する日米の考えの違いを取り上げ，その中で在米の日本企業はど
のように適応しているのかを見ていく。
２．シビルソサイエティー
２－１. 増大するシビルソサイエティーへの関心
米国の地域社会には，地元住民を助ける多くのアソシエーションがある。アソシエーションの活
動は高齢者のケア，職業訓練，若者の育成，ホームレスのケアなど多岐に亘る。これらの組織は
「非営利団体」，「インディペンデント・セクター」，「シビルソサイエティー」，「ボランティア団体」
などと呼ばれている。近年，「シビルソサイエティー」という言葉がグローバル化の中で，人々の
生活の質を高める為の一つの重要な概念として，研究者と政策立案者の間で注目されている。
シビルソサイエティーに関心が集まった最初のきっかけは，東ヨーロッパの共産主義国でシビル
ソサイエティーの概念が反共産主義と民主主義運動の根拠となった事である。民主化運動の中でシ
ビルソサイエティーが全体主義体制からの解放の原動力になると考えられた。全体主義体制への批
判ということでシビルソサイエティーの概念には「限られた政府」という理論的，また実践的な意
味合いを含んでいる（Rosenblum 2002）。この意味合いのポジティブな部分を活用しようとしている
のが公的分野における民間の活用である。
次にシビルソサイエティーが注目されたきっかけはグローバル化の過程で社会・経済的な矛盾が
噴出し，それに対する懸念からもたらされたことによる。いわゆる「ネオリベラルコンセンサス」
と呼ばれる世界の経済政策を導いてきた新自由主義は，富める者と貧しい者の間のギャップを広げ
環境破壊をもたらした（Salamon 1999）。この新自由主義と相俟ったグローバル化の加速はミドルク
ラスが減少し，二極化へ移行するという兆候を示している。また，それは空間上にも不均等発展と
して現れていく。市民は，グローバル化におけるこれらの諸問題を軽減するために，シビルソサイ
エティーの草の根の力に希望を見出した。先進国における地域に根ざした環境保護運動や食の安全
を求めるスローフード運動などの団体，発展途上国における開発，医療，福祉などでのNGOの活
動でシビルソサイエティーの活躍の場が広まった。
シビルソサイエティーへの最近の関心は政府の福祉，医療などへの財政負担が増え続けているの
で，民間の力を活用してシステムを持続しようとする動きである。これは日本などでもNPO法の
施行や最近では非営利法人税制の改革に関する議論などでシビルソサイエティーを活性化させ財政
負担を軽減しようとする動きがある。この分野では米国は先行しており，非営利団体に対して税制
優遇措置を取って久しい。
２－２. シビルソサイエティーとは
関心が高まっているシビルソサイエティーとはいったいどういうものであろうか。まずシビル
（市民）という言葉からそれは政府と対になる概念であるとわかる。実際，研究者によっては，社会
は政府とシビルソサイエティーの二つの領域で構成されており，その区別は公共と民間という二つ
の性質によると考える人もいる（図１の１参照）。この場合，企業は民間なのでシビルソサイエティ
ーの構成要素となる。しかしビジネスセクターがシビルソサイエティーの一部に含まれるかどうか
は研究者の間で議論が分かれているところである（Rosenblum 2002）。もう一つの考え方は，シビル
ソサイエティーは社会の構成要素として政府とビジネスセクターとは別々の領域として捉える事で
ある（図１の２参照）。第三セクターとよく呼ばれるが，それはこの考え方に基づく。シビルソサイ
エティーはネオリベラルコンセンサスによってもたらされた，社会的不公正を抑制または是正する
働きがあると見る研究者にとって，ビジネスセクターはシビルソサイエティーの定義から除外する
という見方が有力である。つまりネオリベラルコンセンサスの主要な行為者である多国籍企業など
に対抗，またはその行き過ぎを緩和する領域としてシビルソサイエティーが捉えられている。
本稿ではビジネスセクターをシビルソサイエティーから切り離す概念を採用する。なぜなら多く
の企業は社会貢献活動に直接かかわるのではなくて，非営利団体などを通してその活動に参加して
いるからである。よって社会には３つのセクター，つまり政府，ビジネスそしてシビルソサイエテ
ィーが存在する。シビルソサイエティーの具体的な行為者がNPOなどの団体である。この３つの
セクター間に明確な境界はない（図１の円が交わっている部分）。例えば，非営利団体は財政面で政府
とビジネスにしばしばつながっている。政府が非営利団体に委託して介護などを行なう場合が一つ。
もう一つはフィランスロピーでビジネスセクターが非営利団体を通して市民にサービスを提供する
活動である。
サラモンは，シビルソサイエティーには５つの特徴があると考える。その特徴とは組織，民営，
非営利的分配，自治，任意である（Salamon 1999）。シビルソサイエティーには組織があり，それは
国家とは構造的に分離している。シビルソサイエティーの組織は株主と経営者に利益を還元しない
ので，ビジネスセクターとも異なる。シビルソサイエティーの組織は自主管理に貫かれ，メンバー
の出入りは自由である。そしてメンバーはボランティアとして時間とお金を寄与する。
シビルソサイエティーを概観してローセンブラムはシビルソサイエティーの理想的なタイプを会
員の地位が同意に基づくもので，いつでも退会できるボランタリー・アソシエーションとみなして
いる（Rosenblum 2002）。先ほども述べたがこの研究ではシビルソサイエティーを政府と市場とは別
のボランタリー・アソシエーションとする操作的な定義を採用する。
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図１．シビルソサイエティーの基本概念図
１．二つのセクターで社会が構成されているとする見方
２．三つのセクターで社会が構成されているとする見方
２－３. 日本と米国のシビルソサイエティーに対する考えの違い
図２は社会貢献に関する各セクターの役割の概念図である。各円の大きさとセクター間の交わり
の違いは国によって異なる。米国ではシビルソサイエティーの領域が日本と比べて大きい。1995年
の統計では米国の全雇用者の7.8パーセントが非営利団体に属しているが，日本では全雇用者の3.5
パーセントに留まる（Salamon 1999）。またシビルソサイエティーとビジネスセクターとの関係では，
米国はその関係が密接であるが，日本では希薄である（図２では交わっている面積の度合いで表されて
いる）。これはコーポレート・フィランスロピーに対する取り組みの違いである。米国では1980年
代後半，企業から非営利団体へ年間4500億ドルの寄付があった。しかし1986年の日本の統計では
すべての授与団体の年間の合計金額は55億円に留まっている（Lombardo 1991）。政府とシビルソサ
イエティーとの交わりに関しては日本も米国も似たものがある。これは日米両国で政府の補助金が
非営利団体に流れている為である。ここではこのような違いがどこから来るのかについて簡単に考
察していきたい。
基本的に日本人のシビルソサイエティーの見方は米国人とは異なる。日本の見方は福祉を通した
生活の質の向上に関して政府により多くの役割を期待する。これは一つには日本の歴史と文化に根
ざしている。日本は儒教文化に影響されてきた。江戸時代，儒教の影響を受けてきたのは武士階級
であり，明治になってエリート層は武士出身者ということもあり，近代国家建設時にも，その影響
は温存されてきた。この文化においては法とその機関は上から与えられる物だと考えられてきた
（Nosco 2002）。儒教では統治者は忠誠と引きかえに民衆に慈善的行動を行うべきだと考える
（Hendry 1995）。ゆえに，政府は生き永らえる為の最低限の生活を提供することを期待されてきた。
統治者または政府は擬似家族として，人々と社会の親としてとらえられてきたのである。この儒教
文化は現代日本で完全になくなったとは考えにくく，今でも国の倫理的基礎を与えていると思われ
る（Reischauer and Jansen 1995）。
福祉に関して言えば，日本政府は社会福祉法人を通して社会福祉を実践してきた。社会福祉法人
は非営利団体であるが，実際には国と地方自治体に委託され業務を行なう準政府組織である
（Amenomori and Yamamoto 1998）。つまりローセンブラムが描くような理想的なシビルソサイエテ
ィーとしてのボランタリー・アソシエーションとは異なる。これらの法人は総収入の80%から90%
を政府に依存する。国としても社会福祉への関与は重要であると考えており，国民も基本的に政府
の保護を期待する。
日本社会は，最近になって非営利団体の重要性に注目し始めた。人口の高齢化，不況，犯罪検挙
率の低下，また1995年の阪神淡路大震災などで政府に対する信頼が徐々に低下してきた。特に阪神
淡路大震災では政府の遅い対応と対照的なボランティアの活躍が目立った。このような政府の非効
率とは対照的なボランティアの効率性が認識されてきたのである。その結果1998年12月の特定非
営利活動促進法（NPO法）の施行にいたる。このNPO法によって，非営利団体は法人になること
ができるようになった。また介護保険制度が2000年４月に始まった。この法律は，NPO企業が介
護サービスに参加することを認めた。日本での福祉サービスへの非営利団体の参加は最近拡大して
きた。2005年２月の時点でNPO法人は２万350団体あり，その56%が介護を中心とした福祉活動
を手がけている（朝日新聞　2005.2.16）。NPO法の施行とNPOの増加は図２の日本社会の概念図で
言えば，シビルソサイエティーの領域が広がった事を意味している。
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図２．社会貢献に関する各セクターの役割の概念図
米国社会
日本社会
ビジネスとシビルソサイエティーに関して言えば，日本人はビジネスセクターからの社会福祉へ
の貢献に多くを期待していない。「フィランスロピーとは何か？」と尋ねられた時，多くの日本人
は文化的なイベントや教育にお金を寄付するものであると考える傾向がある。それは1990年代，日
本が不況に陥る前の大企業のメセナ（芸術や文化活動の支援と擁護）活動に表れている。日本人にと
ってホームレス，障害者または貧しい者に寄付することを想像することは最近まであまり認識され
てこなかった。日本では伝統的に社会福祉のセーフティーネットは政府の責任にあると考えられて
きた（London 1991）。
対照的に，米国はボランタリー・アソシエーションの強い伝統を築いてきた。1833年に米国を旅
したフランス人のトクヴィルは，米国が多くの異なるタイプのボランタリー・アソシエーションを
築く傾向を観察した。この伝統は今でも続き，米国は今日，世界で最も大きくて最も包括的な非営
利団体を持っている（Hustedde 1997）。歴史的に，様々な事業は政府が主役ではなく，多くの場合
個人によって成し遂げられてきた（Eberly 2000）。米国人は強い中央政府を疑いの目で見て，地方
自治と民間のイニシアチブを強調してきた。エリート（特にビジネスエリート）は国と地方政府をあ
まり信用しなくて，福祉の選択肢として非営利団体を支持する傾向がある（Himmelstein 1996）。こ
れはビジネスエリートが，政府はサービス提供者としては非効率であるという考えを持っている事
と，政府の民間への介入を嫌うという伝統による。ゆえに，民間企業はイニシアチブを取って社会
福祉の多くの分野に貢献している。図２の米国社会の概念図では，シビルソサイエティーとビジネ
スセクターが交わった部分で表されている。
長年にわたり，米国政府は非営利団体が効率的なサービスを届けることができるのを見てきた。
1970年代後期までに，非営利団体は社会福祉事業の主なサービス提供者になり，政府は資金の主要
な提供者になった（Salamon 1995）。サラモンは，政府と非営利団体のこのような協力関係を「第三
者政府」と呼んでいる。
自発的な貢献と自治のようなシビルソサイエティーの特徴は，米国のほうが日本より顕著である。
例えば日本の国民一家庭当たりの寄付金額は年間３千円で，米国の60分の１である（朝日新聞
2005年６月18日）。米国の非営利団体は政府によって支えられているが，実質的に準政府組織である
日本の社会福祉法人よりも自治を維持している。日本人のボランタリーセクターへの自発的貢献は
米国よりも低い。日本と米国のボランタリーセクターの資金源を比較すると，日本では，52パーセ
ントは入会金やサービス使用料から，45パーセントは公共部門から，そして，３パーセントがフィ
ランスロピーから来る。一方，米国では，57パーセントが入会金やサービス使用料から，30パーセ
ントは公共部門から，そして，13パーセントがフィランスロピーから来る（Salamon 1999）。よって，
日本の非営利部門は米国の非営利部門より政府に依存していることになる。
多くの日本企業はコーポレート・フィランスロピーとは何かについて十分に理解しているとは言
えないので，日本のビジネスセクターの非営利団体への関与は米国と比べると比較的小さい（図２
の日本社会の概念図でのビジネスとシビルソサイエティーとの接点を参照）。このコーポレート・フィラ
ンスロピーへの理解不足は企業の責任に帰することはできない。それは市民と企業が企業の社会貢
献（特に福祉）をあまり期待していないという社会的状況から生まれる。日本の地域社会が企業の
社会貢献にあまり期待していないので，当然，企業は貢献の必要性をあまり感じない。市民も企業
も企業の社会貢献が地域社会に何ができるかという意識が不足しているのである。多くの日本の地
域社会では企業に望む期待は町がフェスティバルを催す時である。その時，地域社会は町の企業に
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スポンサーを依頼し企業が町の行事に参加する。
ここで，これまでの論点を要約すると，米国政府は社会貢献，特に福祉で日本政府より少ない役
割を担っていると結論することができる。また，米国の非営利団体は，日本のシビルソサイエティ
ーよりも多くの社会貢献機能を果たしている。そして米国の企業は非営利団体を通して社会貢献に
参加している。
３. 米国企業のフィランスロピーに対する考え
前節では，米国と日本ではビジネスと社会貢献，特に福祉について異なる期待があることを述べ
てきた。基本的に，米国企業は，フィランスロピーへの参加が日本より活発である。米国の過去30
年間のコーポレート・フィランスロピーの傾向は，多くの企業がそれを企業の共有ビジョンとして
企業倫理の中に取り入れてきた。一部の企業はコーポレート・フィランスロピーへのコミットメン
トを５パーセントのクラブのようなパーセンテージによって貢献を社会に示している。そして，企
業が社会と地域社会に貢献しなければならないという高い社会的期待がある。多くの企業は，良き
企業市民として認められることを望む。コーポレート・フィランスロピーは，米国企業のビジョン
と一致しているのである。このビジョンはまた従業員の社会貢献へのコミットメントとも一致する。
コーポレート・フィランスロピーを通して個人的寄付を喜んでしたり，任意の地域奉仕に喜んで参
加する従業員のいる優れた評判を持つ企業を多く見かけることができる。
企業の成功も地域社会と社会に依存するととらえられている。例えば，企業が健康で知的な従業
員が欲しければ，労働者を教育する社会に依存しなければならない。また，安全な環境を提供する
地域社会も必要である。このように，企業は地域社会と社会に助けられているという見方をする。
逆に，地域社会と社会の福祉は，企業の行動に関連があるとみなす。例えば，企業が無責任で環境
を汚染すると地域社会や社会に悪影響を与える。逆に企業が活発にフィランスロピーに携わるとき，
地域社会の繁栄の度合いは高くなる。よって米国社会では，企業行動をその地域社会と市民の福祉
に関連させる。
前章で見たように，このような米国企業のフィランスロピーに対する考え方は日本にある企業で
はあまり理解されていない。ではアメリカに進出した日本企業はフィランスロピーをどのように捉
え行動しているのであろうか。次章ではその適応過程について見ていきたい。
４. 日本企業のフィランスロピーに対する適応過程
本章は，著者が2000年に行なったケンタッキー州ハートランド市にある３つの日本企業と地域社
会のリーダーへの聞き取り調査に基づく。地域社会の定義は様々であるが，ここでは，住民が社会
的相互作用を営んでおり，その結果，住民に所属意識が芽生えている空間的領域を地域社会とする
（Christenson, et al. 1989）。具体的には，市町村を地域社会とみなすこととする。守秘義務の為，企
業名はA社，B社，C社，都市の名はハートランドと呼ぶ。
４－１． ケンタッキー州ハートランド及び日本企業
ケンタッキー州ハートランドは州の中心，ブルーグラス地方に属し2000年の人口は約15000人で
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ある。美しい馬の牧場に囲まれており，緑豊かな町である。ハートランドはケンタッキー最初の地
方検察官，ダニエル・ウォーカーよって1784年に設立された。そして1836年に正式な町となった。
もともとケンタッキーはバージニア州の一部であった。18世紀後半にバージニア州の議会がケンタ
ッキー地区の最高裁判所を設置する事を決議した。それが設置されたのがハートランドであり，
1792年には，この地でケンタッキー州の最初の憲法が起草された。1819年には長老派教会がこの町
に大学を設立した。４年生の教養大学で約1000人の学生を擁する。よき伝統を築き上げており２人
の副大統領，１人の最高裁判所長官，13人の上院議員，44人の下院議員，11人の知事を輩出して
いる。ハートランドが正式な市となる以前からこの大学は存在しており，大学は市で指導的な役割
を発揮してきた。現在でも多くの学生，教員がボランティアとして市の様々な社会活動に参加して
いる。
ハートランドの経済に関して言えば，19世紀には鉄道の中継地として発展した。その影響で商業
と製造業が興ったが，それは散発的な出来事でしかなかった。20世紀初頭には肥料・穀物精製工場
とスーツとコートを製造する工場がおこり，産業発展の兆しを見せた。しかし，製造業が主役にな
るには1960年代まで待たなければならなかった。1962年，郡にインダストリアル基金が設立され，
農民から不耕作地を買い取り，インダストリアル・パークを建設した。これによってインダストリ
アル基金は20社，計5000人の雇用を創出し，製造業は市にとって欠かせない存在となった。同じ
頃，鉄道から自動車への交通様式の移行にともない，1970年，ハートランドの駅は乗客サービスを
廃止することになった。これは市の経済発展における鉄道システムの役割の終焉でもあった。日本
企業が最初にこの地にやって来たのが1981年であり，製造業が市の経済発展に寄与し始めた時代と
重なる。
2002年のセンサスでは，ハートランドには26の製造業がある（U.S. Census Bureau 2005）。そのう
ち３社が日本企業である。A社は多国籍企業で1950年代後半にアメリカに進出した。ハートランド
には1990年にやって来た。この工場では電子レンジと掃除機を製造している。製品は北米市場と中
東向けに作られている。従業員は約1600人でハートランドで最大の雇用者である。B社は自動車の
タイヤやガソリンスタンドのポンプのホースなどに使うスチールコードを製造しており，従業員は
約700人である。C社は1995年に設立された。従業員は約50人で，北米市場向けに建設作業用の発
電機やコンプレッサーを製造している。
４－２．コーポレート・フィランスロピーとの出会い
日本人にとって米国進出の時，コーポレート・フィランスロピーとの出会いが始まる。初期には
米国の他の習慣と同様，税を払い雇用を創出するのが主な企業市民としての役割だと考える日本企
業のリーダーにとって，コーポレート・フィランスロピーは異質な概念であった（Bob and SRI
International 1990）。1980年代後期に，日本企業はコーポレート・フィランスロピーに携わり始めた。
1980年に，米国への日本の直接投資は50億ドルであったが，1988年までに500億ドル以上に達した。
米国への日本の投資は，南部やメキシコなどへの工場移転で仕事を失った地域社会で歓迎されたが，
国レベルまたは若干の地域社会では日本企業による直接投資は，米国に対する脅威として捉えられ
た。それは日本企業のロックフェラーセンターの一部を含む大量の不動産買収に象徴される。大部
分の米国人にとって，これは日本人による米国の経済的支配の兆候ではないかと考えられた。Bob
and SRI International（1990）の調査によると，「全体として，米国で日本の直接投資についてど
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のように感じますか？」という質問に対して，回答者の28.1パーセントはそれに「強く反対する」
し，また23.0パーセントの回答者は「どちらかといえば反対する」と答えている。かくして，半数
以上の回答者が日本の直接投資について否定的な見方をしている。また，回答者の84.3パーセント
は，「日本は，経済的に最も手ごわい競争相手である。」という設問に同意している。これら米国人
の否定的な認識が，日本企業に緊張を緩和するための一つの戦略としてコーポレート・フィランス
ロピーに注目するきっかけを与えた。1950年代の労働慣習の違いに起因する一連の訴訟は，日本企
業に米国慣習に従うことを教えた。よって，日本の企業は，米国の文化への適合のプロセスとして，
コーポレート・フィランスロピーを捉えるようになった。そして，ビジネスの成功は米国人によっ
て受け入れられるかどうかにかかっており，それは企業が市民活動に係わることを通して育てられ
るというビジョンを作りあげた。
４－３．刊行物から学ぶ
刊行物は，日本の企業が米国でコーポレート・フィランスロピーについて学ぶ重要な情報源であ
る。経済や国際貿易の専門誌，日刊新聞などは，しばしば米国のビジネス環境や米国での企業の社
会貢献についての記事を発信する。ハートランドの日本企業の日本人経営者はこれらの情報に目を
通しており，企業の社会貢献の考え方について認識している。
C社の経営者は以下のように述べる：
「米国についての多くの事柄，例えばこのコーポレート・フィランスロピーは，日本企業の海外
での活動に関する雑誌や読み物から得ています。日本の新聞を読んだとき，この問題は議論されて
います。」
「あなたは地域社会におけるビジネスの役割についてどこで学びましたか？」という質問に対し
て，B社マネージャは次のように答えた。「新聞などの読み物からそれらを学びました。それらの
定期刊行物を読むとき，コーポレート・フィランスロピーに関連した記事をしばしば見かけます。」
日本人駐在員は，米国のコーポレート・フィランスロピーに関する記事を読むことを求められる。
米国に転勤する頃には，駐在員はこれらの問題について知っており，米国で何がおこっているかの
基本的な理解がある。日本の駐在員が企業の寄付について認識があるという事実はユナイテッドウ
ェイ（非営利団体の連合組織の一つ）のマーティン・ウォルシュによって言及されている。
彼は言う：
「ユナイテッドウェイが米国にある外資企業をリクルートする際に何回か困難に遭遇しました。
これは，我々の存在がどういうものであるかについて理解していない外国の経営陣の為であると感
じました。これらの外資企業は中小企業で，多くが大きな工業地域で操業しています。一般的に，
これらの企業はイギリス人やドイツ人の経営者であり，われわれの連合した寄付の概念を理解して
いないし，その原則への参加に抵抗してきました。しかし，我々は年月と共に彼らの何人かの意識
を変えることができました。たいへん面白いことに，日本の経営陣は，ユナイテッドウェイを知っ
ています。日本企業や貿易組合は工場進出の時に駐在員にユナイテッドウェイについて説明してい
ました。だから日本企業の質問や疑問は企業の寄付に関する原則ではなくて，他の企業が地域社会
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でどのような社会貢献をしているかというものでした。」（Conference Board 1994）
日本経済団体連合会（経団連）は，この理解の後押しをしている。日本の直接投資が米国で歓迎
されていないことを受けて，経団連はその解決策のひとつは日本企業が企業の市民活動に参加する
ことであると考え，コーポレート・フィランスロピーをその具体的な戦略とみなした。経団連は
1988年４月に米国でのよりよい投資の為の会議を設置した。この会議は1989年９月に，日本の会
員企業が，地域社会で良き企業市民になるのを奨励するBetter Corporate Citizenship会議（CBCC）
に変革された。加盟企業は，セミナー，講義，フォーラムを通して米国での企業の市民活動につい
て学ぶ。また，「ステークホルダーズ」という会報を発行し，およそ3,000部を米国の日本企業に配
布する。この会報には，地域住民との関係や他の企業がどのように地域社会と関係を築いているか，
また地域社会プロジェクトをどのように実行に移すかなどに関する情報を提供する。CBCCは年に
一回派遣団を米国に送り，日本企業，米国企業，州当局，業界団体などと地域社会のニーズや地域
住民との連携などについて意見を交換する。その活動は，企業の市民活動が米国で意味するものに
ついての，より良い理解を米国の日本企業に与えた（Council for Better Corporate Citizenship 1998）。
また経団連に加えて，経済同友会などの経済団体も企業の市民活動に関する委員会を設立した
（Taka 1997）。
日本の大企業の多くは基金や米国の本社に社会貢献部を設立した。例えば，A社は社会貢献部を
ニュージャージー本社に設置し米国人の部長が統括している。また，同社は米国に独立した基金を
創設した。これらの基金と社会貢献部の主要な役割の一つは，米国に散らばる支社と工場に企業の
寄付に関する情報を提供する事である。このような様々な取り組みによって，日本企業の日本人経
営陣は，米国でのコーポレート・フィランスロピーについての知識を獲得した。B社マネージャは
言う。「米国での企業の寄付については，わたしはすでに（読み物を通して）すりこみがあったので，
それは驚くことではありませんでした。だから，アメリカで私たちが社会貢献の為に何かしなけれ
ばならないと思うのは自然なことです。」
日本のビジネス関連の読み物は日本の従業員に米国企業の寄付の文化，地域社会とのポジティブ
な関係構築の重要性，また企業は地域社会活動に関与する責務があるという米国社会の期待感など
の基本的な理解を提供する。また日本の大企業による基金と社会貢献部の設立は，この理解を更に
広げる役目を果たしてきた。
４－４．米国人従業員から学ぶ
学習は知識を得るだけでなく，行動を起こすことでもある。日本人従業員の刊行物を通してのコ
ーポレート・フィランスロピーへの基本的理解が行動に繋がらなければならないし，従業員はそれ
を内在化する必要がある。内面化のプロセスは，記事を読む事のみでは成し得ない。日本の企業が
コーポレート・フィランスロピーのニュアンスを理解する為には，日本人従業員と米国人従業員と
の交流過程が不可欠である。米国人従業員は最も価値ある情報源であって，ハートランドで日本企
業のために実際にフィランスロピーを実行しているのも彼らである。
ハートランドの３つの日本の企業の中で，A社とB社はC社と比較してコーポレート・フィラン
スロピーを学ぶには有利な立場にある。なぜならA社とB社が既存の米国企業を買収することによ
って生産に入ったからである。米国企業のワールプール社は掃除機を生産する為に1971年にハート
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ランドに工場を建設して，1,100人以上の労働者を雇用した。1990年８月に同社がハートランドか
ら移転することを決めた時，A社はその株式の75パーセントを買い，ワールプール社は株式の25
パーセントを保持した。1994年10月に，A社は残りの株式（25パーセント）をワールプール社から
購入し，100パーセントの日本企業となった。株式移譲の過程で，ワールプールの従業員とマネー
ジャーの80パーセントはA社に残った。A社とワールプール社は類似した製品を製造するので，ワ
ールプール社によって設計された生産システムを踏襲することになった。またコーポレート・フィ
ランスロピーの活動もワールプール社の活動を参考にした。A社では，コーポレート・フィランス
ロピーの具体的な活動については米国人のマネージャーと従業員の提案や意見を可能な限り受け入
れていこうとしている。
A社の日本人マネージャは述べる：
「これらのフィランスロピーの活動は，結局，地域社会に根付いています。だから私はこれらの
活動は日本人駐在員が決定を下すことができないビジネスの一部であると思っています。それは，
日本人と米国人の間で共通基盤を持つような経営管理のスタイルのようなものではありません。ま
たそれは，地域社会によって異なります。基本的に私は地元住民（米国人の従業員）の意見を尊重す
ることが一番いい方法であると思います。彼らは，何十年もこの地域社会に住んでいます。我々，
半年たらずの日本人駐在員は決定を審査することはできないです。だから基本的には，ほとんどの
場合，我々はローカルの意見を尊重します。」
多国籍企業のA社は，世界中，特にアジアと北米に多くの関連施設がある。これらの海外事業に
おける経験はA社に「地域社会との協力関係を進展させた分だけ，ビジネスは良くなる。」という
経営哲学をもたらした。この哲学は地域社会と地元の人々の重要性を強調し，日本人従業員に地元
従業員の意見や提案を尊重するように促す。A社では，寄付の求めがある時，日本人マネージャー
は米国人マネージャーに相談し，助言を求める。例えば「あなたは以前にこのケースをどのように
取り扱いましたか？」または，「このケースを取り扱う最高の方法は何ですか？」などと質問する。
このように，日本企業の米国人の従業員とマネージャーは選考過程における意思決定に強い影響を
及ぼす。
B社も，既存の米国企業の買収によって操業を始めた。もともとはファイャーストーン社の工場
だった。1970年春に，ファイャーストーンの技術者はパイロットプロジェクトを開始した。それが
成功したため，1974年にフル操業のスチールコードの生産工場となった。1981年に，B社は，他の
日本企業と共同でその工場を買収した。B社の海外生産活動の基本的な哲学はローカリゼーション，
つまり地元の習慣と価値を尊重することである。ローカリゼーションの程度が1950年代に米国に来
たA社ほど深くはないが，B社の日本の本社はローカルな価値と習慣を尊重することの重要性を理
解している。
B社では米国人が統括マネージャーに任命されている。このマネージャーの職務の一つが社会貢
献に関する意思決定であり，社全体の貢献に関する方針を決めるのもこのマネージャーである。米
国人としてこの統括マネージャーは非営利団体がハートランドにどれくらいあるか，何をしている
のか，またどれくらい信頼がおけるのかについて，また地域社会が企業にどのくらいの期待度を持
っているのかを理解している。
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C社はB社，A社と違い，1995年に100パーセントの日本企業としてゼロからスタートした。現
在，C社は安定した収益を確立することを最優先している。1995年に，同社がスタートした時，雇
用方針，賃金水準，諸手当のシステムなど何も決まっておらず，ましてコーポレート・フィランス
ロピーに関する方針などなかった。同社が頼ったのが現在工場長の米国人だった。彼は米国企業出
身なので，企業の寄付についての具体的な知識は持ち合わせていなかったが，どこで情報を得るべ
きかについて理解しており，地域社会のリーダーとの接点もあった。この為，彼はコーポレート・
フィランスロピーに対する責任を与えられた。彼は，どの懇願を受け入れなければならないかにつ
いて，日本人経営陣に彼の意見を共有してもらう事が重要であると考えている。また同社には今で
も明確な寄付の方針がないので方針を早急に作ることも重要だと考えている。まだ資金や人材が不
足していると考えるC社は，A社のように経営戦略の一部として企業の社会貢献を確立するには更
に時間が必要であると考えている。
４－５．地域社会から学ぶ
ハートランドは活気のある地域社会で，日本企業は製造業のリーダーたちとのネットワークを形
成してきた。ここでは製造業に従事する企業は地域社会とビジネスの将来を議論するインダストリ
アル・カウンシルと呼ばれる私的な会議を設立した。この会議は，日米の企業が情報とアドバイス
を求めて参加する。月例会では，ハートランドの製造業の社長や工場長が参加しコーポレート・フ
ィランスロピーを含むビジネスに影響を及ぼす様々な問題を議論する。実践的な質問，例えば，企
業を訪問した非営利団体についてそれがどのような組織であるか，また寄付するに足る団体である
かどうかなどが質問され議論される。
新しい企業として，C社はコーポレート・フィランスロピーについての具体的な考えを持ってい
なかったので，必要とされる情報をこのネットワークに頼らなければならなかった。C社の米国人
マネージャーは言う。「我々が初めて企業の寄付について話し始めたとき，私はB社の経営者がど
のようにしているのか，またどの団体に寄付をするのがいいかなどを聞いたものです。また隣にあ
る米国企業にも同じような事を聞きました。」
ハートランドのビジネス習慣について学ぼうとしているC社のような新参者にとって，地域社会
で成功している近隣の企業から学ぶことは合理的なことである。近隣の企業の成功例を学ぶ事，そ
して間違いを避けることはC社にとって重要だと考えられている。このようなネットワークを構築
したハートランドはケンタッキー州では魅力ある地域社会の一つとして受け止められている。
地域社会における非営利団体との直接の接触は，また日本企業が米国でのコーポレート・フィラ
ンスロピーへの地域社会からの期待について知る絶好の方法でもある。日本の地域社会には企業の
市民活動に対する期待があまりない。そして，非営利団体の代表者が企業を訪問して寄付を求める
事もあまりない。しかし，米国では日常的に企業を訪問する多くの活発な人々と団体がある。これ
らの接触を通して，日本企業は，地域社会の期待について肌で感じるようになった。
日本企業が非営利団体のスタッフやボランティアに会うとき，日本の駐在員はビジネスの成功に
は地域社会との良好な関係が必要であると感じる。刊行物を通して学んできたものを肌で感じるよ
うになり，行動に移すようになる。そしてコーポレート・フィランスロピーは地域社会で，各々の
企業が相互発展のために助け合う一つの媒体となる。
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５. まとめ
米国では企業の社会貢献がさかんである。企業は非営利団体に寄付する事で福祉や教育などの分
野に貢献する。米国では民間の力を信用し活用するという伝統があり，このことが企業の市民活動
への活発な参加に繋がっている。このようなビジネスセクターのシビルソサイエティーを通じての
社会貢献への参加は，日本ではあまり見られなかった。しかし駐米日本企業は，米国社会に受け入
れられようとする過程でこの関係を学んできた。つまり図２のビジネスセクターとシビルソサイエ
ティーとの円を交わらせる動きが，日本企業の米国におけるフィランスロピーへの適応過程ととら
えることができる。
日本社会においても，財政難などへの対応から「民間が担う公共」としてシビルソサイエティー
や非営利部門への関心が高まっている。しかし非営利部門の資金源の多くは公的資金や会員からの
徴収であり，営利企業が非営利団体を通して福祉や教育などに参加するコーポレート・フィランス
ロピーというシステムは米国のようには発達していない。これは図２のビジネスセクターとシビル
ソサイエティーとの交わりの領域が小さいことを意味する。シビルソサイエティーの役割に期待す
るのであれば，この交わりの領域を大きくすること，つまり営利企業の市民活動への参加がこれか
ら重要になってくるだろうと思われる。その場合，米国のコーポレート・フィランスロピーの概念
と実践が参考になるし，在米日本企業の経験が役立つと考えられる。
付記
立命館大学文学部，江口信清先生の有益な助言に感謝いたします。
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